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（写真）Shutterstock “米国政府 デルシー・ロドリゲス暫定大統領の個人制裁を解除” 

 

 

２０２６年４月１日（水曜） 

 

政 治                     

「米国 ロドリゲス暫定大統領の個人制裁を解除 

～債務再編に向けた障害がまた１つ解消～」 

「中国 制裁ライセンスの中国排除規定に不満」 

経 済                     

「暫定政権 CITGO のコントロール回復準備 

～米政府 CITGO 現経営陣に交代を通知済み～」 

「英 Shell 暫定政権と新たなガス田開発を協議」 

「鉱物 年６０億ドル規模の潜在力も課題は多数」 

社 会                     

「豪雨・土砂崩れでメリダ州など道路崩壊・停電」 

２０２６年４月２日（木曜） 

 

政 治                     

「トランプ大統領 ベネズエラは共同パートナー」 

経 済                     

「Reuters ３月の石油輸出は日量１０９万バレル 

～Bloomberg インド向け輸出が中国を補う～」 

「外資参入の動き拡大 先行投資の機運高まる」 

「商業・サービス団体 税制の見直しを要請」 

「２６年 Q１ 徴税額はドル建てで３０億ドル超」 

社 会                     

「アルテミスⅡ ベネズエラ人技術者が関与」 

「セマナサンタ １日で約４７万人が移動」 
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２０２６年４月１日（水曜）             

政 治                       

「米国 ロドリゲス暫定大統領の個人制裁を解除    

   ～債務再編に向けた障害がまた１つ解消～」       

 

米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、デルシー・ロド

リゲス暫定大統領にかけていた個人制裁の解除を発表

した。 

 

ロドリゲス暫定大統領は２０１８年９月から約７年半

にわたり米国の制裁対象となっていた（「ベネズエラ・

トゥデイ No.194」）。 

 

個人制裁解除により、ロドリゲス暫定大統領は米国に入

国することが可能になる。また、米国司法域にある彼女

の口座の凍結は解除される。そして、米国個人・法人は

ロドリゲス暫定大統領との取引が許可される。 

 

 

（写真）OFAC 

“ロドリゲス暫定大統領の個人制裁解除を発表” 

今回の個人制裁解除の中でも「米国個人・法人はロドリ

ゲス暫定大統領との取引が許可される」の意義は大きい。 

 

マドゥロ大統領は２０１７年１０月に債務再編を提案。 

ベネズエラ債券を保有する投資家との債務再編交渉を

開始しようとした。 

 

しかし、当時マドゥロ大統領は米国から個人制裁を受け

ており、米国企業はマドゥロ大統領と取引することが出

来なかったため、交渉が暗礁に乗り上げる一因となって

いた。 

 

ベネズエラは依然、米国の制裁対象であり、ロドリゲス

暫定大統領の個人制裁が解除されたと言って債務再編

交渉が開始するわけではない。 

 

しかし、債務再編の障害となる要因が１つ減った意義は

大きいだろう。 

 

今回の決定を受けて、ロドリゲス暫定大統領は自身の

SNS を更新。 

「トランプ大統領による決定を両国間の関係正常化と

強化に向けた一歩であると評価する」 

「今回の前進が我が国への制裁解除への道になること

を信じている」「国民を幸福にする両国の協力の枠組み

を保証し、拡張することを信じている」と投稿。 

今回の決定を好意的に評価した。 

 

 

（写真）@delcyrodriguezv 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f47b11690d6b71acfafb3e529bc01c57.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f47b11690d6b71acfafb3e529bc01c57.pdf
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「中国 制裁ライセンスの中国排除規定に不満」         

 

４月１日 中国の Mao Ning 報道官は、記者会見で米国

が発行しているベネズエラへの制裁ライセンスについ

て言及。 

 

「米国政府が我が国とベネズエラとの関係に介入をし

ている」との不満を表明し、「中国企業によるベネズエ

ラでの活動は保証されなければならない」と訴えた。 

 

トランプ政権は、２０２６年に入り制裁ライセンスを発

行し、ベネズエラの石油・ガス産業、鉱物産業などの制

裁緩和を進めている。 

 

しかし、これらの制裁ライセンスには、原則として中国

企業の関与を禁止する規定が含まれている。 

 

これはベネズエラの石油・鉱物セクターにおける中国の

プレゼンスを妨害しており、結果的に米国を中心に欧米

同盟国とベネズエラの取引を促進する結果となってい

る。 

 

経 済                        

「暫定政権 CITGO のコントロール回復準備     

 ～米政府 CITGO 現経営陣に交代を通知済み～」          

 

ロイター通信は、ロドリゲス暫定政権が米国にある

PDVSA 孫会社「CITGO」のコントロール回復に向けた

準備を進めていると報じた。 

 

ロイター通信が内部関係者から入手した情報によると、

暫定政権とトランプ政権は CITGO の経営陣の選定に

ついて協議しているという。 

 

 

 

 

ベネズエラ側から経営陣の提案はされているが、トラン

プ政権が何人かの役員について合意しておらず、協議が

続いているという。 

 

また、米国財務省は、現在の CITGO 経営陣に対して、

近いうちに暫定政権が選定した経営陣に代わることを

通知済みだという。 

 

CITGO は米国で７番目の精製能力を持つ巨大な製油会

社である。 

 

CITGO の製油所は、ベネズエラ産原油を精製するのに

適した設計がされており、ベネズエラ原油を米国で精製

し、米国内で石油燃料を販売し、外貨を稼ぐ重要な役割

を果たしてきた。 

 

また、ベネズエラ国内の製油所で国内の石油製品を充足

できない場合にベネズエラへ石油製品を輸出し、燃料供

給の安定にも重要な役割を果たしていた。 

 

しかし、２０１９年にトランプ政権（１期目）が CITGO

の経営権をベネズエラ野党のグアイド暫定政権に移譲

したことで、CITGO と PDVSA との取引は長年停止し

ていた。 

 

なお、３月１７日 ロドリゲス暫定政権は、Asdrúbal 

Chávez 氏（故チャベス元大統領の従兄弟）を「PDV 

Holding(PDVSA が１００％の株式を所有する会社)」、

「Citgo Holding」「Citgo Petroleum（共に PDV Holdings 

が株式を１００％保有する会社）」の社長に任命してい

た（「ベネズエラ・トゥデイ No.1345」）。 

 

Chávez 社長は、２０１９年２月まで CITGO の社長を

務めていた人物。当時、トランプ政権は Chávez 社長の

ビジネスビザをはく奪していた。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/4a11409e08f3a502bdbcca543b0237d5.pdf
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「英 Shell 暫定政権と新たなガス田開発を協議」                  

 

ロイター通信は、英国のエネルギー大手「Shell」が暫定

政権と新たなガス鉱区へのアクセス権について協議し

ていると報じた。 

 

関係筋によると、Shell は、トリニダード・トバゴ（以

下、TT）近海に位置するベネズエラ最大級の海上天然

ガス田２カ所にまたがる４つの大規模鉱区の開発に向

けた協議を進めている。 

 

Shell は、これまで数年にわたり、ベネズエラ海域にあ

る埋蔵量４.２兆立方フィートのドラゴン・ガス田の開

発を進めようとしてきていた。 

このプロジェクトは今年末までに最終的な投資決定を

下すとの見通しが報じられている（「ベネズエラ・トゥ

デイ No.1348」）。 

 

現在 Shell は、ドラゴン・ガス田の周辺までアクセス権

を拡大することで、ベネズエラにおけるプレゼンスを拡

大する意向を示している。 

 

３月５日 Shell はドラゴン・ガス田の開発推進に加え

て、陸上の有望な石油・ガス田である「Carito（カリー

ト）」、「Piritual（ピリトゥアル）」の開発の可能性につい

ても合意していた（「ベネズエラ・トゥデイ No.1340」）。 

 

「鉱物 年６０億ドル規模の潜在力も課題は多数」                  

 

現在、ベネズエラ国会にて鉱物法の審議が行われており、

１２６条のうちの５５条が承認され、最終局面に入って

いる。 

 

鉱物分野の専門家 Elias Matta 氏（元国会議員）は、ベ

ネズエラの鉱物産業の現状についてコメントした。 

 

 

Matta 氏によると、新たな鉱物法では、鉱業活動監督庁

の設置や、民間・外国資本の参入拡大、契約自由の原則

の導入などが謳われており、外貨流入の回復を狙う内容

となっているという。 

 

また、政府の公式データによると、ベネズエラ国内の

GOLD 生産量は増加傾向にあり、２０２５年は年間９．

５トン。２６年には前年比３０％増を見込んでいる。 

 

しかし、GOLD 生産量の増加とは逆に、ベネズエラ中

央銀行の外貨準備における GOLD 保有量は前年比１

１％減の４７トンとなっており、産出された GOLD が

国内に蓄積されていないという。 

 

ベネズエラ中央銀行によると、鉱業は２０２５年の

GDP 成長において石油に次いで第２番目の柱とされ、

２５年の経済成長に寄与した。 

 

しかし、産出された GOLD のうち、ロイヤルティとし

て正式に中央銀行へ流入したのは約８％にとどまり、収

益を適切に回収できていないという。 

 

また、オリノコ鉱業地帯では違法採掘が多く、武装勢力

の関与、森林破壊、水銀汚染、感染症の拡大などの多く

の問題が指摘されている。 

 

Matta 氏は、鉱業が適切に運営されれば年間約６０億ド

ルの収入を生み得ると指摘。 

 

その一方で、現行制度は矛盾と非効率を抱えており、過

去の資源開発が国家収入に十分に結び付いていないと

指摘している。 

 

 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c6be9497a2c26ec6037fd2d4e2861626.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c6be9497a2c26ec6037fd2d4e2861626.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0262783bebd68fc91ca7b4efecd5cb8a.pdf
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社 会                        

「豪雨・土砂崩れでメリダ州など道路崩壊・停電」           

 

メリダ州で４８時間にわたり豪雨が発生し、複数の住宅

や公共サービスに影響が出た。 

 

特に Alberto Adriani 市では河川の増水により、低地に

居住する住民の安全確保のため予防的避難が実施され

た。また、Alberto Adriani 市および Zea 市では、水流の

影響で電柱が倒壊し、複数地域で停電が発生した。 

 

一部地域では土砂崩れにより道路の通行に支障が生じ

ており、各自治体は障害物の撤去を進め、食料供給ルー

トの確保に対応している。 

 

豪雨の影響はララ州、タチラ州でも確認されている。 

 

ララ州のルイス・レジェス・レジェス知事は、Morán 市、

Torres 市で約４０世帯が豪雨被害を受けたと発表。 

農業用道路にも被害が生じているとした。 

 

タチラ州では、San Cristóbal 市の Las Flores 地区で排

水システムが崩壊し、住宅の浸水が発生。土砂崩れや道

路の通行障害も起きている。 

 

２０２６年４月２日（木曜）              

政 治                       

「トランプ大統領 ベネズエラは共同パートナー」        

 

４月２日、トランプ大統領は、ベネズエラとの石油分野

における協力関係について「我々は現在、ベネズエラと

タッグを組んでいる」「我々は共同事業におけるパート

ナーだ」「非常にうまくいっている」と述べ、両国関係

の進展を強調した。 

 

 

また「我々は石油とガスの生産および販売に関して非常

に良好な関係にある」「ベネズエラの原油・ガス埋蔵量

は米国に次いで地球上で２番目だ」と言及した。 

 

さらに「我々は今や中東に依存していない」「それでも

支援のために同地域に関与してきたが、本来そこにいる

必要はない」との見解を示した。 

 

これらの発言は、米国がエネルギー供給において中東依

存を低下させているとの認識を示すものであり、ベネズ

エラとの協力関係強化がその一因となっている可能性

を示唆するものとみられる。 

 

経 済                       

「Reuters ３月の石油輸出は日量１０９万バレル    

 ～Bloomberg インド向け輸出が中国を補う～」            

 

ロイター通信は、３月のベネズエラの原油・石油製品輸

出量が日量１０９万バレルに達したと報じた。 

 

２月の輸出量が日量７３．７万バレルだったので、先月

から日量３０万バレル以上増加したことになる。 

 

この輸出量の急激な増加は、暫定政権への交代とその後

のベネズエラの原油・石油製品輸出スキームの確立にあ

る。 

 

トランプ政権は、資源トレード会社「Vitol」、「Trafigura」

に対してベネズエラの原油・石油製品を輸出するライセ

ンスを供与。元々ライセンスを受けている「Chevron」

を加えて、３社によるベネズエラ原油輸出が再開した。 

 

特に１２月、１月の間にタンカー差し押さえで滞留して

いたベネズエラ原油が掃けたことで輸出が増加した。 
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ロイター通信によると、「Vitol」、「Trafigura」による輸

出は合計で日量６３．５万バレル。「Chevron」による輸

出は日量２６．７万バレルだったという。 

 

一方、「Bloomberg（情報ソースは Kpler のデータ）」は、

３月のベネズエラの原油の輸出量について日量８９万

バレルと報じた（ロイターの日量１０９万バレルは原

油・燃料ベース、Bloomberg の日量８９万バレルは原油

輸出のみとされる）。 

 

Bloomberg によると、インド向けの原油輸出は３月に４

倍 超 へ 増 加 。「 Reliance Industries 」「 Indian Oil 」

「Hindustan Petroleum」向けだけで日量３４．４万バ

レルを輸出したという。 

 

Bloomberg は、米国がベネズエラ産石油販売のコントロ

ールを強化する中、中国向けの輸出を減らし、その空白

をインドが埋めていると報じた。 

 

「外資参入の動き拡大 先行投資の機運高まる」         

 

ベネズエラにおいて、長年停滞していた外国投資の再流

入が現実の動きとして顕在化している。 

 

米国、コロンビア、ブラジルなどから投資を検討する経

営陣がベネズエラを訪問し、経済再建への初期参入を目

指す動きが広がっている。 

 

米国メディア「Wall Street Journal（WSJ）」によると、

投資は既に具体的に動き始めているという。 

 

エネルギーやインフラ分野では、米企業 Emerson 

Electric が油田再開や設備復旧に向けた準備を進めてお

り、コロンビア企業は建材や塗料の輸出拡大を背景に販

売を伸ばしている。 

 

 

不動産市場でも低価格資産を狙った個人投資が活発化

しているという。 

 

投資の機運が高まる一方で、政治リスク、インフレ、国

有化や頻繁な制度変更、不透明な行政運営など多数の問

題を抱えており、ベネズエラのリスクは大きい。 

 

こうした状況の中、ベネズエラは「高リスク・高リター

ン」の市場として再び注目を集めている。 

 

先行して参入する企業にとっては、長期的な資源ポテン

シャルと市場の空白を背景に大きな機会が存在する。 

一方、慎重な企業にとっては依然として不確実性の高い

投資環境が続いている。 

 

「商業・サービス団体 税制の見直しを要請」            

 

「全国商業・サービス連合会（Consecomercio）の Jose 

Gregorio Rodriguez 代表は、早急に税制を見直す必要が

あるとの見解を示した。 

 

Rodriguez 代表は、現在の税制運用が地域経済の発展の

足かせになっていると指摘。 

特に、税収が地方に十分に還元されていない点を問題視

し、地域ごとの経済活動を活性化するためには制度設計

の見直しが必要との見解を示した。 

 

また、民間投資を促進する観点から、税負担の軽減の重

要性にも言及。過度な課税や新たな税率の導入は企業の

競争力を低下させる可能性があるとして、投資環境の改

善が求められるとの立場を示した。 

 

今回の提言は、同団体が３月に国内７州を訪問し、地域

経済の課題を調査した結果を踏まえたものだという。 

 

 



 VENEZUELA TODAY 
２０２６年４月１日～４月２日報道              No.１３５２   ２０２６年４月３日（金曜） 

7 / 7 

 

「２６年 Q１ 徴税額はドル建てで３０億ドル超」                  

 

「徴税庁（Seniat）」は、２０２６年１～３月までの徴税

額を発表した。Seniat によると、２６年１～３月までの

徴税額は合計で約１兆４３７１億ボリバル。ドルに換算

すると３０億ドル超に相当する。 

 

匿名の経済学者は EFE 通信に対して、２６年の税収に

ついて「税収が１兆ボリバルに達したと言っても、これ

は前向きに受け取れるものではない」と指摘。 

 

２０２６年１～２月で累計５１.９％のインフレが発生

しており、直近の公式統計によれば、１月に３２.６％、

２月に１４.６％の物価上昇が記録されている。 

 

「２０２６年２月のインフレ率は、前年同期（２５年２

月）比６００％を超えており、税収で国家の運営を賄う

には不十分」との見解を示した。 

 

社 会                        

「アルテミスⅡ ベネズエラ人技術者が関与」           

 

４月１日、米航空宇宙局（NASA）は有人月周回ミッシ

ョン「アルテミスⅡ」の打ち上げに成功した。 

 

アルテミスⅡには４人（米国人３人、カナダ人１人）が

搭乗しており、５０年以上ぶりとなる有人月ミッション

となる。今後、同ミッションは約１０日間にわたり月周

回飛行を行う計画である。 

 

今回のミッションでは、技術開発や運用面において２人

のベネズエラ人エンジニア（Nathalie Quintero 氏、

Carlos Tomás Mata 氏）が重要な役割を果たしたと報じ

られており、国外で活躍するベネズエラ人技術者の存在

が注目を集めている。 

 

 

Nathalie Quintero 氏はカラカス出身で、シモン・ボリバ

ル大学で航空宇宙工学を学んだエンジニア。 

 

彼女は、打ち上げ直後に宇宙船を推進する中核部分であ

るコアステージの運用を指揮した。システムの同期と正

確な動作を確保し、大気圏離脱までの重要工程を担った

とされる。 

 

Carlos Tomás Mata 氏はクマナ出身。 

気候工学の知見を活かし、打ち上げ時の安全性確保に関

与したほか、「打ち上げロケット（SLS）」を落雷から保

護するシステムの設計に携わったとされる。 

 

「セマナサンタ １日で約４７万人が移動」         

 

ベネズエラではセマナサンタ（聖週間）に伴い旅行シー

ズンに入り、大規模な人の移動が発生している。 

 

交通省は、３月３０日の１日だけで４７万５１５人が国

内を移動したと発表した。移動は陸路・空路・水路にわ

たり、死亡事故は発生しなかった。 

 

移動手段の内訳では、バスなどの公共交通機関により８

万１６４０人が輸送され、鉄道やケーブルカーなどの利

用者は３６万５４９６人に達した。 

 

空路では、国内線１１４便、国際線３８便が運航され、

国内線で６６９１人、国際線で３０９４人が搭乗した。 

 

水路は国内向け９８８隻、外国向け４隻で、国内向けは

１万３５２７人、外国向けは６７人が利用した。 

 

交通省は、国内で移動が拡大していると指摘。安全確保

と輸送体制の維持に取り組んでいると説明した。 

 

以上 


